
 
 
 
 

- 1 - 
 

Press Release 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

精神科医療機関とハローワークの連携モデル事業を実施 

～ 岡山市内精神科医療機関２機関と協定を締結し、精神障害者の就労を促進 ～ 

 

 岡山労働局管内のハローワークを通じた障害者の就職件数は２，０５６件（平成２６年

度）となっており、６年連続で過去最高を更新しています。なかでも、精神障害者の就職

件数は、９２７人（前年度比１３.２％増）となっているほか、新規求職者数も１，３８５

人（前年度比１２.８％増）と増加傾向が続いており、平成３０年４月１日の法定雇用率の

算定基礎見直し（法定雇用率の算定基礎に精神障害者を加える）に向け、精神障害者の就

労支援の充実・強化が求められています。 

 特に、精神障害者の就職支援に当たっては、精神科医療機関とハローワークをはじめと

した関係機関の連携による就職から職場定着までの一貫した支援が非常に重要となってい

ます。 

 このため、岡山労働局では、平成２８年度からハローワーク岡山と就労支援プログラム

を実施する精神科医療機関との間で連携協定を締結し、当該医療機関を利用する精神障害

者に対する就労支援に取組む連携モデル事業を実施することとしました。 

 

１．協定を締結する精神科医療機関 

○ 地方独立行政法人 岡山県精神科医療センター（岡山市北区鹿田本町３－１６） 

 

○ 公益財団法人 慈圭会 慈圭病院（岡山市南区浦安本町１００－２） 

 

２．連携モデル事業の実施内容 

  新たにハローワークに配置する就職支援コーディネーターと両医療機関の精神保健福祉士 
などのコーディネーターが連携して「就労支援チーム」を構成し、支援対象者に対して個別 
支援を実施。 
（１） 職業相談・紹介、キャリアコンサルテイング、就職ガイダンス(履歴書の書き方等)、 

職業訓練あっせん等の就労支援サービス 
（２） 職場実習の機会の積極的な提供 

（３） ３ヶ月目と支援期間終了時に医療機関側の担当者を含めたケース会議の開催 

（４） 職場定着支援等のフォローアップ支援の実施 

 

岡山労働局職業安定部職業対策課 
担当：職       業        対      策      課     長   大熊  学 
   職     業       対       策       課      長       補      佐  行廣 淳治 
   地方障害者雇用担当官    石原 祥雅 
電  話：０８６－８０１－５１０８ 

岡  山  労  働  局  発  表 
平 成 ２８年 ３月 ２８日（月） 
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障
害

者
の

雇
用

の
促

進
等

に
関

す
る

法
律

の
一

部
を

改
正

す
る

法
律

の
概

要

雇
用
の
分
野
に
お
け
る
障
害
者
に
対
す
る
差
別
の
禁
止
及
び
障
害
者
が
職
場
で
働
く
に
当
た
っ
て
の
支
障
を
改
善
す
る

た
め
の
措
置
（合
理
的
配
慮
の
提
供
義
務
）を
定
め
る
と
と
も
に
、
障
害
者
の
雇
用
に
関
す
る
状
況
に
鑑
み
、
精
神
障
害
者

を
法
定
雇
用
率
の
算
定
基
礎
に
加
え
る
等
の
措
置
を
講
ず
る
。

（
１
）
障
害
者
に
対
す
る
差
別
の
禁
止

雇
用
の
分
野
に
お
け
る
障
害
を
理
由
と
す
る
差
別
的
取
扱
い
を
禁
止
す
る
。

（
２
）
合
理
的
配
慮
の
提
供
義
務

事
業
主
に
、
障
害
者
が
職
場
で
働
く
に
当
た
っ
て
の
支
障
を
改
善
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
を
義
務
付
け
る
。

た
だ
し
、
当
該
措
置
が
事
業
主
に
対
し
て
過
重
な
負
担
を
及
ぼ
す
こ
と
と
な
る
場
合
を
除
く
。

（想
定
さ
れ
る
例
）

・
車
い
す
を
利
用
す
る
方
に
合
わ
せ
て
、
机
や
作
業
台
の
高
さ
を
調
整
す
る
こ
と

・
知
的
障
害
を
持
つ
方
に
合
わ
せ
て
、
口
頭
だ
け
で
な
く
分
か
り
や
す
い
文
書
・絵
図
を
用
い
て
説
明
す
る
こ
と

→
（１
）（
２
）に
つ
い
て
は
、
公
労
使
障
の
四
者
で
構
成
さ
れ
る
労
働
政
策
審
議
会
の
意
見
を
聴
い
て
定
め
る
「指
針
」に
お
い
て

具
体
的
な
事
例
を
示
す
。

（
３
）
苦
情
処
理
・紛
争
解
決
援
助

①
事
業
主
に
対
し
て
、
（１
）（
２
）
に
係
る
そ
の
雇
用
す
る
障
害
者
か
ら
の
苦
情
を
自
主
的
に
解
決
す
る
こ
と
を
努
力
義
務
化
。

②
（１
）（
２
）
に
係
る
紛
争
に
つ
い
て
、
個
別
労
働
関
係
紛
争
の
解
決
の
促
進
に
関
す
る
法
律
の
特
例
（紛
争
調
整
委
員
会
に
よ
る
調
停

や
都
道
府
県
労
働
局
長
に
よ
る
勧
告
等
）を
整
備
。

１
．
障
害
者
の
権
利
に
関
す
る
条
約
の
批
准
に
向
け
た
対
応

２
．
法
定
雇
用
率
の
算
定
基
礎
の
見
直
し

法
定
雇
用
率
の
算
定
基
礎
に
精
神
障
害
者
を
加
え
る
。
た
だ
し
、
施
行
（
Ｈ

30
）
後
５
年
間
に
限
り
、
精
神
障
害
者
を
法
定
雇
用
率
の
算
定

基
礎
に
加
え
る
こ
と
に
伴
う
法
定
雇
用
率
の
引
上
げ
分
に
つ
い
て
、
本
来
の
計
算
式
で
算
定
し
た
率
よ
り
も
低
く
す
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
。

３
．
そ
の
他

障
害
者
の
範
囲
の
明
確
化
そ
の
他
の
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
。

施
行
期
日
：平
成

28
年

4月
1日
（た
だ
し
、
２
は
平
成

30
年

4月
1日
、
３
（障
害
者
の
範
囲
の
明
確
化
に
限
る
。
）は
公
布
日
（平
成

25
年

6月
19
日
））

 


